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	機　関　名
	対　応　状　況
	課　　題

	柏　市
	◆応急活動体制

　①「災害対策本部」を直ちに立ち上げ，配備体制を非常配備体制（第３配備）とし，随時本部会議を召集。被害状況，関係情報を共有し，各種の対策を決定（３日間で９回の会議を開催）

　②２０のコミュニティエリアごとに「地区災害対策本部」を設置し，地域の被害状況等の把握と災害時要援護者の安否確認を実施（柏市防災福祉Ｋ－Ｎｅｔの運用）

◆被害情報把握・状況確認と対応

①各部局ごとに市内被害状況を把握

②市所管施設の立ち入り禁止措置，安全対策の実施

③瓦礫の臨時収集，中間処理施設への無料受け入れ

④公共交通機関の運行状況の把握　　　　⑤被害調査・応急危険度判定

⑥り災証明の発行　　　　　　　　　　　⑦被災家屋支援（ブルーシート配付）

⑧空き家の安全対策の実施

◆市民等への情報伝達

①防災行政無線（屋外スピーカー）による一斉放送の実施（震度のお知らせ，余震への注意，節電のお願い，濁り水発生など，３日間で７回放送）

②ＨＰのトップページに震災関連情報を随時掲載

◆帰宅困難者対応・避難所開設

　①学校，近隣センター，中央体育館，中央公民館を避難所として開設（２２箇所，約１，２００名を受け入れ）

　②柏駅東西口にて，帰宅困難者を各避難所に誘導

◆物資運搬

　避難所に救援物資（毛布，食糧）搬送・配給
	◆応急活動体制

　①非常配備体制の再構築

②柏市防災福祉Ｋ－Ｎｅｔの運用に伴う，市（「地区災害対策本部」）と地域組織との連携強化

③電話問い合わせに対応するためのコールセンターの早期立ち上げと職員応援体制の確立

④緊急時における公用車の一括管理

⑤通常業務の継続・停止等，業務継続計画（ＢＣＰ）の策定

◆被害情報の把握・市所管施設の安全対策の実施

情報連絡体制・手段の強化（携帯型無線機の拡充，公衆電話の把握，自転車の活用）

◆市民等への情報伝達

　①防災行政無線局の増設　　　　②メール配信サービスの拡充

③地域組織との連携　　　　　　④外国人など，情報弱者への情報伝達体制の強化

◆帰宅困難者対応

①鉄道機関との連携強化　　②一時受け入れ施設の指定　　③誘導体制の確立

◆避難所開設

　①避難所の開錠体制の再構築

　②全避難所への最低限の備蓄品の配備

◆物資運搬

物資運搬体制の再構築

◆協力体制の強化

　関係機関との協定締結の拡充

	柏市消防局
	◆応急活動

　直ちに消防局災害対策指揮本部設置。消防庁舎及び消防車両の点検を実施するとともに全職員・全消防団員へ参集を命令。１１９番輻輳により大規模災害モードへ切替。非常用消防ポンプ隊及び救急隊を編成。

◆被害情報把握・状況確認と対応

発災直後に第１回消防局災害対策指揮本部会議を開催（３日間で９回会議を開催）

巡回警戒・高所カメラや高所での直接監視・参集した職団員等により市内被害情報収集を実施。

大規模危険物施設設置の下総基地の被害確認実施。
◆緊急消防援助隊

　発災直後から出動準備を開始。１３日深夜第一次隊を陸前高田市へ出動指示
	◆応急活動　

　①救急隊携帯電話の不通

　②職員参集の迅速化（参集メール受信遅延・携帯電話不通・交通渋滞）

◆被害情報把握・状況確認と対応

　①車両燃料の確保

　②高所カメラの視認限度と非常用発電機の設置

◆緊急消防援助隊

　緊急消防援助隊用調達品の確保

◆計画停電対策

　①庁舎自家発電設備の燃料確保

　②ＯＡ機器の使用不能・印刷機不足


	機　関　名
	対　応　状　況
	課　　題

	農林水産省関東農政局

千葉農政事務所地域第三課
	地震発生後，災害対策本部を設置。県下の情報収集を電話にて実施。

管轄区域内の調査客体等に対して電話により圃場及び野菜等の被害状況を聞き取りを行った。
	無し

	国土交通省関東地方整備局

利根川上流河川事務所

守谷出張所
	発災直後より出張所管理区間の堤防・河川管理施設の１次点検実施。大きな損傷は発見されず。

翌日午前中，２次点検実施。堤防天端に若干のクラック，護岸ブロック目開きを発見。軽微な被災であり，治水上の大きな機能低下は生じていない。
	①連絡体制の確保

　・職員外出時の出張所との連絡

　・点検委託会社や災害協定締結会社との連絡

　・自治体や水防団体等の関係機関との連絡

②利根川の橋梁通行止めとなった場合の対応を検討

③ＢＣＰの検証

	国土交通省関東地方整備局

利根川下流河川事務所

北千葉導水路管理支所
	地震発生後，管轄する手賀川及び手賀沼沿いの導水路敷の各施設の点検を実施。被害状況の把握に努め，危険箇所について早急に処置を行った。
	無し

	国土交通省

千葉国道事務所

柏維持修繕出張所
	一般国道６号・１６号のパトロールを実施。路面・道路付属施設の点検を行い被災状況を把握。必要に応じて補修または安全措置を行った。
	帰宅困難者が徒歩及び自転車等で国道を利用。国道立体交差部等で歩道の導線が分かりにくい場所があり，案内の不十分さや歩道の幅員不足により人が車道にあふれ出る現象が見られた。

	千葉県東葛飾地域振興事務所
	①管内市における被害状況の把握。

②備蓄物資の払い出し（飲料水・食糧・毛布・防水シート等）

③緊急通行車両確認証明書の発行
	①帰宅困難者等への対策

千葉県内の帰宅困難者数約１１万人。今回の震災ではホテルや観光施設等が独自対応を行ったが，今後一時避難場所や情報提供のあり方など検討が必要。

②避難者運営の有り方について検討

避難生活の長期化に伴う避難生活の負担軽減を図る。

更衣室や授乳スペース等のプライバシーを確保し，災害時要援護者や女性のニーズに対応した避難所運営。

	千葉県柏土木事務所
	発災直後，事務所職員及び建設業者で，管理する道路及び河川のパトロールを実施。被害状況を把握し，必要となる安全措置を講じた。

所管内では我孫子市で液状化により甚大な被害があり，大半の労力を要した。
	①職員及び業務協定業者への連絡手段の確保

②災害時業務協定業者との密な連携

③車輌の燃料確保（優先給油の協定締結等）



	千葉県東葛飾農業事務所
	地域住民や一般の方のための避難場所や待機場所としての対応等は特に無し。
	①放射性物質の農産物検査

②農産物検査において暫定規制値を超えた場合の出荷自粛要請及び対応

③生産者に対する損害賠償請求に係る支援等（風評被害も含む）

	千葉県柏警察署
	発災直後から柏警察署災害警備本部を設置。管内被災状況把握のため情報収集・避難者等の誘導・交通整理・県警本部及び関係機関との連絡等を実施。

帰宅困難者の一時避難所の警戒活動及び鉄道駅における雑踏警戒を実施。
	①柏市災害対策本部に署員を連絡員として自動的に派遣するシステムの導入。（連絡員のスペース及び署との連絡用電話回線の確保含む）

②高齢者の居住実態の把握。発災時の安否確認及び避難方法。

	柏市消防団
	柏市消防局より第三号召集が発せられ，指揮隊以上の団本部員は消防局団長室に参集。その他の本部員は各署分所へ配置。各分団員は消防団器具置き場に参集し建物の点検を実施後，警戒体制をとる。
	本部と各分団長との連絡が全く取れず，現場の状況・安否確認の完了は午後１０時頃になった。携帯電話が使用できず，メールも送受信に時間を要する中，通信手段が無いことで状況把握ができなくなった。

	東日本電信電話株式会社

東葛営業支店
	発災と同時に災害対策本部を立ち上げ，災害対策本部員参集。情報班・設備班・設備班電力Ｇ及びバイク隊等により，通信設備被災状況確認や被災エリアの情報収集を行った。所内についてはサービス中断は無かった。
	①情報収集用端末不足

②広域避難場所への事前特設公衆電話（所内）

③液状化対策再見直し

	東京電力株式会社

東葛支社
	停電の発生と復旧

本震により我孫子・天王台地区３,７８８軒停電発生⇒3/11 18:43復旧

余震(3/11 18:00)により西松戸地区４９軒停電発生⇒3/12 5:00復旧

大規模停電回避のための計画停電５日間実施（非常用発電機貸出１４台）
	①携帯電話が使えず情報連絡が十分にできなかった。

②業務用車両のガソリンが補給できなかった。

③非常災害対策要員の参集が，交通機関のマヒにより時間を要した。

④需給逼迫時の計画停電の実施方法

　・鉄道等を停電対象外としたことによる通電された地域との不公平感が発生

　・停電の実施可否及び時間の早期周知

	京葉ガス株式会社

供給保安部保安指令センター
	柏市内ガス設備の損傷無し。

マイコンメーター（ガスメーター）の作動通報が多数あり。
	ガソリン・軽油等の燃料確保

	東日本旅客鉄道株式会社
	発災直後，駅コンコース天井パネルが落下。お客様を駅外へ退避させるべく駅内一斉放送と社員による誘導を実施。

お客様への情報提供のため，運行情報用のディスプレイをＮＨＫテレビに切り替えた。帰宅困難者に柏市指定避難場所案内マップをコピーして配布。

翌日，駅内のガレキ撤去及び駅設備安全確認を行い，立入禁止エリアと通行可能エリアを決定。
	①駅構内事業者一体となった地震対応。

②駅社員だけでの指定避難場所への誘導は困難。柏市及び柏警察署との連携強化。

③停電した場合の避難誘導方法。（駅内放送不可）

④老朽化により耐震性に不安のある駅舎のため，帰宅困難者の収容は不安。

	東武鉄道株式会社
	発災直後，お客様の安全を最優先に，避難場所への誘導を実施。

翌日，鉄道運行計画の問い合わせが多かったが，正確な情報を早急に提供できなかった。
	①避難場所への誘導を何度も放送したが，全体の３割程度しか避難しなかった。警察と協力の上，避難場所への誘導が安全確保の第一と考える。

②大災害時の行政・東武・ＪＲの連絡体制の確立が必要。

	首都圏新都市鉄道株式会社
	①柏たなか駅は帰宅困難者約２０名。避難所の要求が有り，市役所に避難所の開設を依頼。

②柏の葉キャンパス駅は帰宅困難者約５０名。ららぽーとから一時避難場所の提供の申し出があった。１９時頃市職員が来駅した際，近くの避難所の提供を依頼。
	市から中央体育館の提供を受けたが，両駅からは遠いため近くの市施設を利用できるようにしてもらいたい。

	社団法人柏市医師会
	対外的な対応は無し。
	大地震発生４８時間対応マニュアル改訂の検討

	社団法人柏歯科医師会
	①会員への被害状況確認

②高齢会員の安否確認
	電話連絡等が取れない場合の対処方法

	柏市薬剤師会
	①会員の安否確認

②被災地への対応検討

③薬品供給の確認・対応
	①停電を想定した災害時の連絡方法

②避難所となる小中高校に各１名配置する学校薬剤師の対応方法。

③他業種及び他地域との連携

④軟弱地盤・液状化の危険性のある場所の事前確認・柔軟性を持って動ける組織造りが必要。

	陸上自衛隊需品学校
	①松戸市・鎌ヶ谷市の一時避難所として発災後３日間約３００名の避難者を受け入れ

②各市被害状況把握（11日16時30分千葉県防災行政無線を使用）

③浦安市における災害派遣

千葉県知事からの要請により１２日から浦安市で給水支援を実施
	①避難民の受け入れ

一時避難場所から避難所への誘導に市職員が来隊したが，移動手段が無く・収容人数不明だったため，多くの避難者が移動を希望しなかった。

②浦安市における災害派遣

・給水を受ける際のポリタンク不足

・停電時の高層住宅等の災害時要援護者の運搬方法

	海上自衛隊下総教育航空群
	①発災直後，周辺での火災発生・家屋倒壊が予想されたため，特別救援隊を編成し待機を指示。

②周辺自治体に電話により被害状況確認をするとともに，訓練飛行中の航空機にて上空からの被害状況確認を実施。鎌ヶ谷市で火災発生を確認し，同消防署へ通報。
	発災直後，周辺自治体の被害状況確認を電話により実施。回線が混雑しており連絡に時間を要した。防災行政無線を積極的に活用したい。

	柏市防火安全協会
	防火安全協会員事業所にて，市関係車輌及び緊急車輌等の優先燃料供給を行った。
	

	柏市建設業会
	柏市との「災害時における応急復旧活動の協力に関する協定」に基づき，震災直後から道路・橋梁等の応急処理，崖崩れ対策・ブルーシート配布等の応急復旧活動を実施した。
	①今年度より新組織発足したため，災害時の運用方法等について市担当部署との詳細な打ち合わせが必要。

②近年，建設関連企業の衰退で経営基盤の弱体化が進んでいる。緊急時の対応に支障が出ないようにする。

	利根土地改良区
	①発災直後，主要な土地改良施設の目視点検実施

②翌日，各施設の建物及び内部機械等の詳細点検実施。
	青山水門を含めた排水機場は防災施設であるが，電動機による排水のため，停電時は運転操作不能となる。地震の発生時期や時間帯によっては，被害が大きくなる可能性がある。

	千葉県手賀沼土地改良区
	発災直後，土地改良施設の被災状況の確認に管内を巡回。揚水機場・利根川の接する樋管を有する排水機場の順で確認し，その後，それらの付随施設を確認した。２次災害の危険性にも注意した。
	今回は非かんがい期で揚水機場等が停止している時期に地震が起こったが，農繁期で用水を供給している時期に起きた場合，用水が供給できず作付けに影響を及ぼすことが予想される。

また，排水機場が機能を失った場合，都市排水も含めた排水障害が予想され，関係市と連携した対策を講じる必要があると考える。








